







































































































































































































































ると，1962 年は 130.4 ㎏であったが，1974
に 100 ㎏を下回り，2016 年には 60.0 ㎏
にまで減少した。1962 年以降，一貫して粗
食量が減少している米に対して，小麦は
33.5 ㎏（1960 年）から 42.2 ㎏（2016 年），
肉類 5)は 4.9 ㎏（1960 年）から 47.9 ㎏（2016 年）に増加した。こうした粗食量の変化を踏
まえれば，日本では食の洋風化によって米の需要が減少していると考えられる。 
 米の需要減少にともなって，米価は下落し始めた（第 1図）。2016 年と各年の 2人以上世
帯消費支出をもとにした換算米価をみると，1950 年は 5㎏あたり 11,660 円であったが，そ
の後，稲作の生産性向上と米の需要低下によって米価は急落し，2016 年には 2,156 円とな
った。実際の米価をみても，最高値であったのは 1994 年（3,081 円）であり，食管法が廃



































































1）1950 ～ 1985年までは総農家ベース、1990 ～
2000年までは販売農家ベース、2005年以降は農
業経営体ベースの数値である。


































である。1960 年の都府県における 60 歳以上農業就業人口の割合は 17.8%であったが，2000
年における 65 歳以上農業就業人口の割合は 50%を上回った 9)。その後，65 歳以上の割合は
一貫して増加し，2015 年には 64.8%にいたっている。65 歳以上の割合と同様に，農業就業
人口の平均年齢も上がり続けており，2000 年では 59.4 歳であったが，2015 年には 66.8 歳
となった。 
 農業の政策的な誘導と，農業における高齢化から規模拡大が進んでいる日本の農業であ
るが，その状況を都府県に注目して経営耕地規模別にみると，1ha 未満農家は 1950 年から
減少し続け，1～3ha 農家は 1960 年以降，減少している（第 2図）。そして，3～5ha 農家は
1995 年まで増加傾向にあったが，それ以降は減少に転じた。現在，増加している は 10ha
以上の農家であり，2010 年から 2015 年の 5年間で 10～20ha 農家は約 3,000 戸，20ha 以上
農家は約 2,000 戸増加している。 
 こうした農業の規模拡大は，個別農家に限定される傾向ではない。品目横断において，





それぞれを 5～10ha として表現した。  




































































































































































































































 第 3 成分は田植作業受託面積率，稲刈り・脱穀作業受託面積率，耕起・代かき作業受託







 第 4 成分は食用稲作付け田面積率と米単一農家率が 0.4 以上の正の相関であり，二毛作
田面積率，20ha 以上組織経営体経営耕地面積シェア，転作田面積率，土地持ち非農家率，
借入耕地面積率が-0.4 以下の負の相関を示す。したがって第 4 成分は，農地および農業経
営における稲作の重要性が正の極に，負の極には米以外の作付けの状況や，農業法人に代
第 2表 成分負荷量の一覧 
主業農家率 0.9524 米単一農家率 -0.6467 1経営体あたりコンバイン台数 -0.6337
1農家あたり経営耕地面積 0.8750 専業農家率 0.4937 1経営体あたり動力田植機台数 -0.5978
1農家あたり農業就業人口 0.8570 1経営体あたり動力田植機台数 -0.4831 田植作業受託面積率 0.5264
1農家あたり基幹的農業従事者数 0.8520 1農家あたり世帯員数 -0.4763 稲刈り・脱穀作業受託面積率 0.5251
1経営体あたりトラクター台数 0.8378 1経営体あたりコンバイン台数 -0.4727 耕起・代かき作業受託面積率 0.5195
10ha以上販売農家率 0.8349 土地持ち非農家率 -0.4564 1農家あたり世帯員数 0.4636
第2種兼業農家率 -0.8285 稲刈り・脱穀作業受託面積率 0.4399 食用稲田面積率 -0.4267
65歳以上農業就業人口率 -0.7726 田の畦畔率 0.4159 耕作放棄地面積率 -0.4178
5ha以上販売農家経営耕地面積シェア 0.7295 1ha未満販売農家率 0.4088 同居後継者なし農家率 -0.4055
販売金額500万円以上販売農家率 0.6574 田植作業受託面積率 0.4015 稲以外作付田面積率 0.3944
二毛作田面積率 -0.6734 借入耕地面積率 0.6040 不作付田面積率 -0.4812
食用稲田面積率 0.5307 地域類型1 0.5917 耕起・代かき作業受託面積率 0.4308
米単一農家率 0.5132 同居後継者なし農家率 0.5317 食用稲田面積率 0.3894
20ha以上組織経営体経営耕地面積シェア -0.4914 土地持ち非農家率 0.4746 販売農家率 -0.3764
稲以外作付田面積率 -0.4727 1農家あたり世帯員数 -0.4499 田植作業受託面積率 0.3097
土地持ち非農家率 -0.4709 農地転用面積率 -0.3917 稲刈り・脱穀作業受託面積率 0.3091
借入耕地面積率 -0.4315 耕作放棄地面積率 0.3437 地域類型1 -0.3041
稲刈り・脱穀作業受託面積率 0.3532 65歳以上農業就業人口率 0.3321 農地転用面積率 0.2926
田植作業受託面積率 0.3442 田の畦畔率 0.3260 1ha未満販売農家率 0.2737
耕起・代かき作業受託面積率 0.3286 20ha以上組織経営体経営耕地面積シェア 0.2499 1経営体あたり動力田植機台数 0.2355
飼料用稲田面積率 -0.4662 飼料用稲田面積率 0.4497 耕作放棄地面積率 -0.4094
稲以外作付田面積率 0.4388 1経営体あたり動力田植機台数 0.4156 0.5ha以上区画田面積率 -0.4068
田の畦畔率 0.3288 二毛作田面積率 0.3613 1農家あたり世帯員数 -0.3283
食用稲田面積率 -0.3127 農地転用面積率 -0.3255 販売金額500万円以上販売農家率 -0.3075
1経営体あたりトラクター台数 0.3023 1経営体あたりコンバイン台数 0.2461 田の畦畔率 -0.2937
1経営体あたりコンバイン台数 0.2876 土地持ち非農家率 -0.2440 地域類型1 -0.2589
10ha以上販売農家率 0.2838 販売農家率 0.2422 農地転用面積率 0.2256
1農家あたり経営耕地面積 0.2387 稲刈り・脱穀作業受託面積率 0.2031 20ha以上組織経営体経営耕地面積シェア -0.1745
1経営体あたり動力田植機台数 0.2215 1経営体あたりトラクター台数 0.1685 同居後継者なし農家率 0.1740















































































































































































 CLU2 は第 2 成分と第 3 成分の正の値，第 1 成分の負の値が高く，これらから農業労働力
が減少している零細経営が多く，農作業委託が盛んであるという特徴が読み取れる。その
ため，CLU2 を「農作業委託零細地域」とみなした。CLU2 には 97 市町村が該当しており，
全体の 13.64%を占める。 
CLU3：「小規模稲作停滞地域」 
 CLU3 は第 2 成分の正の値が高く，負の値では第 1 成分，第 3 成分，第 4 成分が高い。し
たがって CLU3 は農業労働力が減少している小規模経営が卓越しており，食用米の作付けが
減少しているという特徴を有している。これらの特徴から CLU3 を「小規模稲作停滞地域」
と命名した。なお，CLU3 には 268 市町村が該当し，全体の 37.69%を占めている。 
CLU4：「農作業委託稲作転換地域」 
 CLU4 は正の値で第 1 成分，第 2 成分，第 3 成分が高く，第 4 成分，第 7 成分が負の値で
第 3表 各クラスターの主成分 
CLU1 CLU2 CLU3 CLU4 CLU5 CLU6 CLU7
第1成分 -5.2551 -2.2062 -1.2424 2.6161 0.0419 11.2883 -1.3258
第2成分 7.9989 1.7525 0.6483 0.5507 -1.7783 0.9779 2.2030
第3成分 13.6010 1.5632 -1.4559 1.4216 0.6341 -1.0947 2.1528
第4成分 8.0860 1.2292 -0.3040 -2.8165 0.4529 1.8440 -2.8372
第5成分 3.5047 0.5886 -0.2511 0.2396 -0.1055 0.5891 -4.0754
第6成分 12.2120 -0.0879 0.0518 0.4180 -0.2008 0.3318 -10.7978
第7成分 1.4808 0.5475 -0.0138 -0.8726 -0.1591 1.5360 4.0654
第8成分 5.0736 0.0577 0.0481 0.4440 -0.1717 -0.4918 -0.1104
第9成分 5.3372 -0.2868 0.1020 -0.2605 0.0504 0.1514 -2.3208
第10成分 5.7018 -0.1716 0.0398 -0.3008 -0.0230 0.5873 9.8209















































4.86%，北陸地方 4.65%であるのに対し，CLU が集中している中国地方では 9.31%となって
いる。畦畔率は斜面に立地する水田や細分化された水田において高くなるため，中国地方
の水田の区画は小さく，山間部に多く立地しており，稲作によって農家経営を維持するこ
とが困難となっているため CLU3 に分類される市町村が多いと考えられる。 
CLU4：「農作業委託稲作転換地域」 












模であったと推察される。そのため，2015 年における 1 農家あたり経営耕地面積 12)は，中
国地方が 1.05ha であったのに対し，東北地方が 2.27ha，北陸地方が 2.00ha となっており，
こうした経営規模の違いから東日本に CLU5 が分布している。 
CLU6：「自立経営水田活用地域」 
 経営規模の大きい北海道の水田型市町村は，いずれも農業労働力を多く保有する自立経
営が特徴である CLU6 に分類されている。また，CLU6 には都府県で唯一，秋田県大潟村が該
1)沖縄県および北海道，東京都，鹿児島県などの島嶼部は水田型に分類されないため省略した。 
第 4図 日本における水田経営の地域類型 
国土数値情報，2015 年農林業センサス，第 3表より作成
1）沖縄県および北海道，東 は水田型に分類されないため省略した。。
第４図　日本 営の地域類型
国土数値情報，2015年農 ３
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畔率は斜面に立地する水田や細分化された水田
において高くなるため，中国地方の水田の区画
は小さく，山間部に多く立地しており，稲作に
よって農家経営を維持することが困難となって
いるため CLU3に分類される市町村が多いと考
えられる。
CLU4：「農作業委託稲作転換地域」
　米からの転換が最も盛んである地域が CLU4
であり，このクラスターは九州地方，とりわけ
二毛作が盛んである佐賀平野に集中している。
佐賀平野は「佐賀段階」，「新佐賀段階」と呼ば
れる農業構造の改善を経て，日本における集約
的な稲作の先進地域であったが，1990年以降，
作付け面積，産出額ともに米は減少し，米に代
わって麦や野菜が拡大している（小林，2013）。
CLU5：「米依存地域」
　CLU3が西日本に多く分布していたのに対
し，東日本には CLU5が分布している。CLU5
に分類される地域では，上述したように畦畔率
が低く，これに加えて農家の世帯構成にも違い
がある。農家の世帯構成から中山間地域におけ
る農業の課題をとらえた小田切（1994）によれ
ば，東北地方を中心とする東日本では複数世代
が同居する傾向にあるのに対し，西日本では婚
姻を契機に世帯を別にする傾向にあると指摘さ
れている。したがって世帯が分化している西日
本では，農地を相続する際，１世帯あたりの相
続面積は東日本と比べて小規模であったと推察
される。そのため，2015年における１農家あた
り経営耕地面積12）は，中国地方が1.05ha であっ
たのに対し，東北地方が2.27ha，北陸地方が
2.00ha となっており，こうした経営規模の違い
から東日本にCLU5が分布している。
CLU6：「自立経営水田活用地域」
　経営規模の大きい北海道の水田型市町村は，
いずれも農業労働力を多く保有する自立経営
が特徴である CLU6に分類されている。また，
CLU6には都府県で唯一，秋田県大潟村が該当
している。北海道に加え，八郎潟という日本最
大の干拓地に発足した大潟村が該当することか
らもわかるとおり，大規模な稲作を営む地域で
は農業労働力も十分に確保しているという特徴
がうかがえる。しかし，これらの地域において
も米価の低迷を背景に，非稲作部門が拡大しつ
つある点は注視しなければならない。
CLU7：「米縮小低生産性地域」
　米の低生産性から稲作が縮小しているという
特徴の CLU7に該当した市町村は福島県南相馬
市であるが，同市の地形や気候などからすれば，
宮城県南部の太平洋側地域と同じく CLU5に該
当すると考えられる。しかし，こうした自然条
件にある南相馬市が CLU7に該当した要因は東
日本大震災による原発事故であろう。南相馬市
は2006年に原町市，小高町，鹿島町が合併して
誕生した市であり，旧行政域が現在も区域とし
て残っている。このうち，原発事故によって原
町区が避難指示解除準備区域，小高区が避難指
示区域に指定された。南相馬市では津波被害に
加え，原発事故による影響が根強く残っており，
農業の復興が進んでいない。こうした点が米の
低生産性と縮小につながったと考えられる。
　本稿では水田型市町村を対象に，水田経営を
表す37変数より主成分分析を行い，第10成分ま
でを主成分として取り上げた。そして，これら
主成分から水田型市町村を七つのクラスターに
分類し，日本における水田経営の地域類型化を
試みた。その結果，日本における水田経営は，
経営規模を要因とする地域差が本州以西の東
西にみられ，水田経営に限定しても先行研究に
よって指摘されている農業地域区分の東西性が
把握された。また，上述した東西性が基本とな
りつつも，自然条件や作付けの形態などから地
域的な特徴が見出された。そのなかでも米から
の転換，あるいは米への依存の度合いによる地
域性は，米価の低迷が続く日本の水田経営にお
いて重要な論点である。こうした米をめぐる地
域農業の再編については，地域性の統計的な把
握を踏まえ，その再編形態と課題に関する実証
−　41　−
研究の蓄積が求められるが，この点については
稿を改めて述べたい。
付　記
　本稿の作成には JSPS 科研費若手研究18K12583「地域営農組織の広域化による農地利用ガバナン
スの再編に関する地理学的研究」（研究代表者：庄子元　青森中央学院大学），JSPS 科研費基盤研
究（B）16H03115「地域統合下におけるアジア農民の生計戦略と持続可能性に関する研究」（研究
代表者：横山智　名古屋大学）を使用した。
注
１）田林（2013）では農村空間の商品化が，農産物の供給，有機栽培や無農薬栽培による新たな農
産物供給，都市住民の農村居住，レクリエーションや観光による農村空間の消費に整理されて
いる。
２）農業地理学における野菜の産地形成に関する研究は，宮地（2008）がその動向と課題を整理し
ている。
３）2018年面積調査における田の割合である。
４）2016年度食料需給表より。
５）鯨肉を除く。
６）1995年以降の米価は，基本的に下落傾向にあるが，冷夏による米不足，調査対象の変更による
変動がみられる。
７）稲作作業の省力化，稲作費用の削減を検討した一例を挙げれば，水稲直播栽培の展開と農家
経営の変化を明らかにした大竹（2003）がある。また，米の付加価値化に関しては，庄子
（2018）が環境保全型農法への取り組みによる顧客の確保と収益の増加を示している。
８）北海道では10ha 以上の認定農業者である。
９）統計の区分上65歳以上の数値であり，数値は販売農家ベースである。なお2000年の数値は
53.8% である。
10）東京都23区は特別区としてまとめ，各政令指定都市は市単位で取り上げた。
11）2015年農林業センサスにおける販売農家単位の数値である。
12）東日本大震災の原発事故による農産物の風評被害については，佐々木ほか（2018）が詳しい。
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